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○用途地域とは
・都市計画法に基づき良好な市街地環境の形成や機能的な都市活動の確保を目的
　として、住居、商業、工業などの土地利用ごとに建物の用途、容積率、建蔽率
　等を規制・誘導するものとなっています。
　（滝川市では全13種類のうち、11種類の用途地域が指定されています。）

用途地域等について

第二種低層住居専用地域 第一種中高層住居専用地域

第一種住居地域 第二種住居地域

近隣商業地域 商業地域

準工業地域 工業地域

出典：土地利用の手引き
（北海道建設部まちづくり局都市計画課）
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第一種低層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

準住居地域



○特別用途地区とは
・用途地域内において、市街地の特性に応じて特定の用途の保全または規制を
　行うことを目的として定める地区のことです。

　（滝川市では4種類の特別用途地区が指定されています。）

○特定用途制限地域とは
・用途地域が定められていない地域において、その良好な環境の形成や保持の
　ため、その地域の特性に応じて合理的な土地利用が行われるように制限すべき
　特定の建築物等の用途（種類）を定めた地域のことです。
　（滝川市では農地の保全を目的として2種類の特定用途制限地域を指定）

用途地域等について

２

主要幹線沿道地区　 P４及びP５で指定される制限

・用途地域の準工業地域と同じ内容
・ただし、店舗などの床面積は、1,000㎡まで建築可能

農村環境保全地区　 P６で指定される制限
・農村環境に相応しくない建物は建設不可
・用途地域の第二種低層住居専用地域とほぼ同じ内容
・農業に関わる建物は建築可能

※記載されているのは制限の一部になります

▼滝川市の特定用途制限地域と規制内容（概要）

▼滝川市の特別用途地区と規制内容（概要）

特別工業地区
・準工業地域で規制のある建物や住宅などを規制

研究研修地区
・住宅、老人ホーム、病院、店舗・飲食店、ホテルなどを規制

大規模集客施設制限地区
・劇場、映画館、店舗・飲食店、遊戯場などを規制

商業業務誘導地区（第一種～第四種）
・店舗・飲食店、劇場、遊技場などを規制



【滝川市都市計画マスタープランにて改定した土地利用方針】
・国道12号沿道のうち、農地として活用が見込まれる地域の都市計画の見直し　　　 　　　

　（滝川市都市計画マスタープラン抜粋）

　⇒国道12号沿道工業地域・準工業地域において、道営土地改良事業により農地　　　　

　　としての活用が見込まれる区域については、用途地域及び特別用途地区の縮

　　小並びに特定用途制限地域の指定を行う。

・農地の保全を目的とした「特定用途制限地域」の指定

　（滝川市都市計画マスタープラン要約）

　⇒工業的土地利用の可能性があるとして、土地利用制限を行っていなかったが、　　　　　

　　工業的土地利用の可能性がなくなり、道営土地改良事業により農地としての

　　活用が見込まれていることから、特定用途制限地域の指定を行う。

都市計画の決定・変更内容
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変更予定箇所：

②国道12号沿道準工業地
（江部乙町西10丁目周辺）P５

①国道12号沿道工業地域
（北滝の川854周辺）P４

③北滝の川地区
（①に隣接）P６

地区 変更内容

【用途地域】
　　　　工業地域
　　　→白地地域

【特別用途地区】
  第三種商業業務誘導地域
　　　→指定なし

【特定用途制限地域】
　　　　指定なし
　→主要幹線沿道地区

【用途地域】
　　　  準工業地域
　　  →白 地 地 域

【特別用途地区】
  第三種商業業務誘導地域
　　　→指定なし

【特定用途制限地域】
　　　　指定なし
　→主要幹線沿道地区

③北滝の川地区
【特定用途制限地域】
　　　　指定なし
　→農村環境保全地区

①国道12号沿道
　工業地域

②国道12号沿道
　準工業地域

▼変更予定箇所 ▼変更内容一覧



○変更目的及び内容について（①国道12号沿道工業地域）

用途地域等の変更内容

４

工業地域

主
要
幹
線
沿
道
地
区

▶  道営土地改良事業の実施が予定されており、現状の土地利用及び今後において  
   も積極的な都市的土地利用は見込まれないことから、用途地域・特別用途地区  
   の縮小を行い、特定用途制限地域の主要幹線沿道地区を新たに指定します
　⇒主要幹線沿道地区 ： 農地保全を原則としながら、床面積1,000㎡以下の

　　　　　　　　　　  　店舗・事務所等の建築は許容　　　　　　　　※制限の概要

・建蔽率、容積率については変更ありません。
・建築物の用途制限については、特定用途制限地域（主要幹線沿道地区）の指定により、　　　

　制限がかかります。

滝川都市計画 ①国道１２号沿道工業地域 変更箇所図（変更前）

滝川都市計画 ①国道１２号沿道工業地域 変更箇所図（変更後）



○変更目的及び内容について（②国道12号沿道準工業地域）

用途地域等の変更内容

５

▶  道営土地改良事業の実施が予定されており、現状の土地利用及び今後において  
   も積極的な都市的土地利用は見込まれないことから、用途地域・特別用途地区  
   の縮小を行い、特定用途制限地域の主要幹線沿道地区を新たに指定します
　⇒主要幹線沿道地区 ： 農地保全を原則としながら、床面積1,000㎡以下の

　　　　　　　　　　  　店舗・事務所等の建築は許容　　　　　　　　※制限の概要

・建蔽率、容積率については変更ありません。
・建築物の用途制限については、特定用途制限地域（主要幹線沿道地区）の指定により、　　　

　制限がかかります。

滝川都市計画 ②国道１２号沿道準工業地域 変更箇所図（変更前）

滝川都市計画 ②国道１２号沿道準工業地域 変更箇所図（変更後）

準工業地域

主
要
幹
線
沿
道
地
区



○変更目的及び内容について（③北滝の川地区）

用途地域等の変更内容

６

滝川都市計画 ③北滝の川地区 変更箇所図（変更前）

滝川都市計画 ③北滝の川地区 変更箇所図（変更後）

▶ 工業団地拡大を見据え、都市計画決定を行っていませんでしたが、道営土地改
　良事業の実施により、工業団地拡大の可能性はなくなったことから、現況の土
　地利用に即した特定用途制限地域の農村環境保全地区を指定します
　⇒農村環境保全地区 ： 用途地域の第二種低層住居専用地域とほぼ同じ内容
　　　　　　　　　　　  ただし、畜舎や倉庫業を営む倉庫以外の倉庫は除く

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※制限の概要

・建築物の用途制限については、特定用途制限地域（農村環境保全地区）の指定により、　　　

　制限がかかります。

・事務所、病院、工場など農村環境にふさわしくない建物は建築不可になります。

指定のない区域

農村環境保全地区



今後のスケジュールについて

素案作成

計画案の公表
（パブリックコメント）

滝川市
都市計画審議会

北海道知事との協議

決定告示
（令和8年3月下旬）

意見の聴取並びに
土地所有者等に対する
説明の実施

原案作成 パブリックコメント等の
結果を踏まえ原案作成

北海道の事前協議が終了
した後、原案の縦覧

７

滝川市役所　建設部　都市計画課

〒 073-8686　北海道滝川市大町1-2-15

 T E L ：0125-28-8038

 F A X ：0125-22-1013

お問合せ先


